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概　要

　地方自治法の第二編普通地方公共団体中の第
七章執行機関の第四節として地域自治区制度が
規定されている。地域自治区は市町村の事務所
と地域住民で構成された地域協議会が一体化さ
れた公民が連携しうる場であり、市町村の都市
内分権を推進する機能が期待される。そこで地
域自治区が都市内分権として機能できているの
かを参加と協働の観点から検討したところ、地
域協議会は公共的意思決定への参加機能を有す
るが行政と連携して地域の公共サービスを担う
協働機能を有しないことがわかった。協働機能
の欠落を埋めるために地域自治区制度を導入し
ている新潟県上越市や愛知県豊田市ではこの不
都合に対応するために地域自治区とは別に地域
運営団体を協働のパートナーとして地域での交
付金事業などを実施しており、結果的に 2パ
ターンの地域政策を行わざるを得なくなってい
る。地域自治区制度は地方自治法に地域協議会
の権限を明確に規定している点において優れた
制度であることから、協働機能をいかにして確
保していくかが今後の課題となる。

1．はじめに

　本稿は、地方自治法に規定される地域自治区
制度が都市内分権の装置として機能しているか
について、市町村と住民の関係性において近年

重要な概念となっている参加と協働という観点
から検討すること及び地域自治区制度の問題点
について明らかにすることを目的とする。地域
自治区は 2018年（平成 30年）4月 1日現在、
25市町村に 162自治区が設置 1されている。日
本の市町村数が 1,741団体あるのに比すれば 25
市町村というのは微々たる数字であり、地方自
治法に規定されているにもかかわらず採用しな
い市町村が圧倒的に多い。地方自治法第 1条に
は「地方自治の本旨に基いて、地方公共団体の
区分並びに地方公共団体の組織及び運営に関す
る事項の大綱を定め」「地方公共団体の健全な
発達を保障する」という法の目的が規定されて
いる。つまり、市町村の組織や運営に関する大
綱であるにもかかわらず、それに従わないので
ある。このことを問題視するつもりはないが、
あまりにも設置数が少ないという裏側には何ら
かの制度的問題があるのではなかろうかと考え
てもおかしくはないであろう。このような問題
意識を持ち、本稿に係る調査研究として 2018
年（平成 30年）8月 30日に新潟県上越市自治・
地域振興課、2019年（平成 31年）3月 1日に
愛知県豊田市地域支援課の各担当職員からの提
供資料及び事前質問事項等をもとにヒアリング
調査を実施した。本稿ではそのすべてを記して
いるわけではないが、当初の目的に関連する項
目の例示とそれらを交えた地域自治区制度の検
討のための比較材料として記述している。
　本稿の構成は、第 2章では、地域自治区の概
要を示す。第 3章では、地域自治区制度を導入、
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1 総務省（2018）「地域審議会・地域自治区・合併特例区の設置状況（2018年 4月 1日現在）」総務省ホームページ（2018年 10月 9日取得、
http://www.soumu.go.jp/gapei/sechijyokyo01.html）。
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運営している新潟県上越市及び愛知県豊田市に
おける地域自治区の状況及び関連施策について
示す。第 4章では、都市内分権としての地域自
治区の検討をおこなう。第 5章では、地域自治
区制度導入における問題点を示す。第 6章は、
まとめと課題である。

２．地域自治区制度の概要

　地方自治法に規定される地域自治区制度は
2003年（平成 15年）11月の第 27次地方制度
調査会答申で「地域自治組織」として制度設計
が示されたことを受け、2004年（平成 16年）
4月に地域自治区制度として地方自治法に規定
された。
　地域自治区は市町村の執行機関として位置付
けられ、行政組織の一部として市町村長の権限
に属する事務を分掌させ、地域住民の意見を反
映させつつこれを処理させるため、条例でその
区域を分けて定める区域ごとに地域自治区を設
けることができる（第 202条の 4第 1項）とさ
れており ､地域自治区には事務所と地域協議会
が置かれる（第 202条の 4第 1項、第 202条の
5第 1項）。
　地域協議会は、地域自治区の事務所が所掌す
る事務に関する事項や市町村が処理する地域自
治区の区域に係る事務に関する事項、市町村の
事務処理に当たっての地域自治区の区域内に住
所を有する者との連携強化に関する事項につい
て、市町村長や教育委員会などの機関に意見を
述べることができるとされている（第 202条の
7第 1項）。また、条例で定める重要事項で地
域自治区に係るものを決定し、又は変更する場
合にはあらかじめ地域協議会の意見を聞かなけ
ればならないとされている（第 202条の 7第 2
項）。地域協議会の構成員は、地域自治区の区
域内に住所を有する者のうちから、市町村長が
選任する（第 202条の 5第 2項）。地域自治区
に関する地方自治法の規定は汎用的であり、地
域自治区を設置するかどうか、その区域設定や
事務処理内容、地域協議会の構成や諮問などは
市町村の判断に委ねられており、従前の地域活

動を加えるなど自由な発想による多様な活用が
期待できるものとなっている （総務省 2005）。

３．�新潟県上越市及び愛知県豊田市にお
ける地域自治区及び関連施策の概要

　地域自治区制度を地域政策として導入してい
る市町村のうち、積極的に制度を活用している
新潟県上越市及び愛知県豊田市についての基本
情報、地域自治区の状況や関連施策について以
下に示す。

3. 1　市の概要及び地域自治区関係条例

　上越市は新潟県の西部に位置し、2005年（平
成 17年）1月に近隣 14市町村【旧上越市、東頸
城郡（安塚町・浦川原村・大島村・牧村）、中頸
城郡（柿崎町・大潟町・頸城村・吉川町・中郷村・
板倉町・清里村・三和村）、西頸城郡（名立町）】
と合併し、人口 208,082人、面積 972.62km2の市
となった。合併前からあった旧上越市に周辺 13
町村が編入する形の合併である。2018年（平成
30年）1月 1日現在、人口は 195,200人、面積
は 973.81km2（東西 44.6km、南北 44.2km）と広
大であり、市の端から端まで行くのに車で 2時
間程度かかる。上記合併に際して 2004年（平成
16年）12月に「地域自治区の設置に関する協議
書」が交わされ、市町村の合併の特例に関する
法律 2第 5条の 5第 1項に規定する合併関係市
町村の区域による地域自治区を設けることとな
り、合併 13町村に地域自治区（区総合事務所 、
地域協議会）を設置し、旧町村での行政サービ
スと住民による審議機能を確保した。同協議書
で地域自治区の設置期間は、2005年（平成 17年）
1月 1日から 2009年（平成 21年）12月 31日ま
での間とするとされたことから、2008年（平成
20年）2月に「上越市地域自治区の設置に関す
る条例」が制定され、合併特例法に基づき設置
した 13の地域自治区が、同年 4月から地方自治
法に基づく一般制度へと移行した。また、旧上
越市内においても上述の 13区との整合を図るた
め同条例を改正し、2009年（平成 21年）10月

2 昭和 40年法律第 6号
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に昭和の大合併前の旧村や中心市街地の区域を
単位とする 15区に地域自治区を設置した。2008
年（平成 20年）3月には「上越市自治基本条例」
を制定し第 6章に都市内分権の章を置き、都市
内分権推進の明確化とそれを達成するための仕
組みとして地域自治区を位置づけた 3。
　豊田市は愛知県のほぼ中央に位置し、2005
年（平成 17年）4月に近隣 7市町村【旧豊田市、
西加茂郡（藤岡町・小原村）、東加茂郡（足助
町・下山村・旭町・稲武町）】が合併し、人口
407,682人、面積 918.47km2の市となった。合
併前からあった旧豊田市に周辺 6町村が編入す
る形の合併である。2018年（平成 30年）1月
1日現在、人口は 424,970人、面積は 918.32km2

（東西 49.36km、南北 33.37km）である。
　合併後の 2005年（平成 17年）9月に「豊田
市地域自治区条例」が制定され、10月から旧 6
町村に地域自治区を設置した。また旧豊田市内
では 2006年（平成 18年）10月から主に昭和
の大合併時の旧町の区域を単位とする 6区 4に
地域自治区を設置した。2005年（平成 17年）
9月には「まちづくり基本条例」を制定し第 4
章に参画と共働の章を置き、都市内分権推進の
明確化とそれを達成するための仕組みとして地
域自治区を位置づけた 5 。

3. 2　地域自治区

3. 2. 1　事務所

　上越市の旧町村 13区には「総合事務所」が
配置され市職員が常駐して窓口事務や農林土木
事業などを行うなど旧町村の支所的機能を担っ
ている。地域協議会に関係する「総務・地域振
興グループ」は、グループ長、班長、主任の計

3名の市職員が地域協議会に関する事務（会議
資料や議事録、地域協議会だよりの作成、会議
のサポート等）を行っている。事務所は旧町村
の役場施設などを活用し、区内住民が地域活動
などに利用する「コミュニティプラザ」を併設
している。旧上越市の 15区では各区に総合事
務所を置かずに 3か所の「まちづくりセンター」
で 4～ 6区 6を分担し地域協議会に関する事務
を行っている。各まちづくりセンターは市の既
存施設に併設され、センター長、係長、主任、
臨時職員の計 4名の市職員が配置され、各区に
ある公民館等で開催される地域協議会会議に出
向くスタイルである。
　豊田市では挙母地区（本庁で担当）を除く
11区に「支所」が配置され市職員が常駐して
窓口事務や地域自治区などの事務を行ってい
る。地域振興担当として支所長、副支所長、担
当長、主査の計 4名の市職員が配置されている。

3. 2. 2　地域協議会

　上越市の地域協議会は各地域自治区毎に設置
されている。委員は地域自治区の区域内に住所
を有する者で公職選挙法に基づき上越市議会議
員の候補者となることができる者であり 7、市
長は公募して原則は投票により委員を選任しな
ければならないが、公募して定員に達しない場
合は候補者及び資格者から選任する。委員の任
期は 4年で、再任を認めている。報酬は支給さ
れず、費用弁償として会議 1回につき 1,200円
の支給がある。委員数は旧地方自治法第 91条
の規定による市町村議会議員の最少定数を参考
にして 12人 8とされた。これは、地域協議会
の会議は委員の半数の出席があれば開催できる
ことや会議の議事は出席した委員の過半数で決

3 第 32条（都市内分権）「市長等は、市民が身近な地域の課題を主体的にとらえ、自ら考え、その解決に向けた地域の意見を決定し、こ
れを市政運営に反映するための仕組みを整え、都市内分権を推進するものとする。」、第 33条（地域自治区）「市は、前条の仕組みとして、
市民にとって身近な地域を区域とする地域自治区を設置する。」。

4 上郷、挙母、猿投、高岡、高橋、松平。
5 第 17条（都市内分権の推進）「市は、市民による自治を拡充し、共働によるまちづくりを推進するため、地域の住民の意思を市政に反
映するとともに、地域のことは地域の住民が自ら考え実行するための施策を講じます。」、第 18条（地域自治区の設置）「市は、都市内
分権を推進するため、別に条例で定めるところにより、市長の権限に属する事務の一部を担い地域の住民の意見を反映させつつこれを
処理する地域自治区を設置します。」。  

6 北部（直江津区、有田区、八千浦区、保倉区、北諏訪区、谷浜・桑取区）、中部（新道区、春日区、諏訪区、津有区、高士区）、南部（高
田区、金谷区、三郷区、和田区）。

7 上越市地域協議会委員の選任に関する条例第 2条
8 平成 23年改正前地方自治法第 91条第 2項「市町村の議会の議員の定数は、次の各号に掲げる市町村の区分に応じ、当該各号に定める
数を超えない範囲内で定めなければならない。」、第 1号「人口二千未満の町村十二人」。
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することも考慮されている。また、人数が多く
なると審議が難しくなることを考慮し、最多の
定数は 20人となっている 9。地域協議会の権
限として地域自治区の事務所が所掌する事務に
関する事項、市が処理する地域自治区の区域に
係る事務に関する事項、市の事務処理に当たっ
ての地域自治区の区域内に住所を有する者との
連携の強化に関する事項として市長や市の機関
から諮問されたもの及び地域協議会自らが必要
と認めるものについて審議し、市長や市の機関
に意見を述べることができるとされている 10。
　豊田市では、地域協議会を「地域会議」と呼
称している。地域会議は中学校区を単位として地
域自治区内に 1～複数の総計 28地域会議が設置
されている。複数の地域会議が設置されている
地域自治区では代表者会議を置くことで通例の 1
地域自治区に 1地域協議会というスタイルを維持
している。地域会議の委員は地域自治区の区域
内に住所を有する者で公共的団体の推薦者、識
見を有する者、公募で選ばれた者で構成され市
長が選任する 11。任期 12は 2年で連続 2回まで
の再任を認めている。報酬は支給されず、費用
弁償として 1日 1,000円の支給がある 13。委員数
は 20人以内となっている 14。地域会議の役割 15

は地域の住民の多様な意見の集約と調整を行い
共働 16によるまちづくりを推進するものとされ、
具体的には地域課題の解決策検討及び行政への
提言、地域での行政施策に関する諮問に対する
審議及び答申、わくわく事業（後述）の公開審

査及び実績成果確認、地域会議だよりなどによ
る情報発信を行っている。代表者会議は地域自
治区内の各地域会議に関連する広域的な事項に
ついて審議するものとされている。また、市が意
見聴取を行う地域自治区の区域に係る市の施策
に関する重要事項として、市が策定する基本構
想のうち区域に係る事項、区域住民の生活、地
域のあり方等に大きな影響を及ぼす事項、地域自
治区の統合及び分割に係る事項を掲げている 17。

3. 2. 3　地域自治区関係補助金等

　上越市では、地域課題解決や地域活力向上の
ための住民の自発的・主体的な地域活動を支援
する制度として 2010年（平成 22年）から「地
域活動支援事業」を実施している。事業費補助
総額は 2018年（平成 30年）度予算額 180,000
千円（2016年（平成 28年）度決算額 174,919
千円）であり、各地域自治区には基礎的財源と
して 4,500千円を均等割（126,000千円）して
残額を人口割で配分 18している。市長はあら
かじめ地域自治区における活動支援事業の配分
額を提示するが、事業採択方針や実施団体の決
定等は地域協議会が行っている。各区の地域協
議会が予め採択方針 19を設定し、区内の各種
団体 20から事業提案を受け、基本審査（提案
事業が地域活動支援事業の目的と合致している
かの確認）と共通審査（公益性 21、必要性 22、
実現性 23、参加性 24、発展性 25）により事業採

9 上越市（2008）「『合併前上越市の区域における地域自治区』の制度案」13、上越市ホームページ（2018年 7月 17日取得，http://www.
city.joetsu.niigata.jp/uploaded/attachment/18311.pdf）。人口 5,000人未満で委員 12人、5,000人以上 10,000人未満 16人、10,000人以上
20,000人未満 18人、20,000人以上 20人。

10 上越市地域自治区の設置に関する条例第 7条
11 豊田市地域自治区条例第 7条
12 豊田市地域自治区条例第 6条
13 豊田市地域自治区条例第 12条
14 豊田市地域自治区条例第 4条第 2項
15 豊田市地域自治区条例第 5条
16 詳しくは触れないが、豊田市の「共働」は、市民と行政が協力して働くこと（協働）のほか、市民と行政が共通する目的に対して、そ
れぞれの判断に基づいて、それぞれ活動することも含んで、“共に働き、共に行動する” ことでよりよいまちを目指すことを意味する。

17 豊田市地域自治区条例第 13条（地方自治法第 202条の 7第 2項に依拠）
18 最高：12,400千円（高田）、最低：4,900千円（高士、北諏訪、谷浜・桑取、大島）
19 各地域自治区が抱える地域課題等に応じてどのようなテーマの提案事業を実現すべきかの方針。
20 5人以上の 構成員で組織され、市の区域内で活動する法人及び団体（政治活動、 宗教活動 又は 営利 を目的とする法人又は団体を除く）。
21 提案事業の成果が広く地域に還元されるものか、全市的な方向性と合致しているか、提案者以外の市民や事業者、団体等に不利益を与
えるものではないか。

22 地域の実情や住民要望に対応したものか、地域の課題解決あるいは活力向上に有効な取組であるか、緊急性の高い提案事業であるか、
他の方法で代替できないものであるか。

23 目標や事業内容が明確なものか、関係者との合意形成や組織内部での実施態勢が整っているか、資金調達の規模や時期に無理はないか。  
24 提案事業の実施に当たり、提案者に限らず多くの住民等の参加が期待できるか。
25 新しい発想が感じられる取組や先進的な取組であるか、提案団体は、信頼性、将来性、継続性はあるか、事業の終了後における継続性
や自立性、発展性は期待できるか。
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択する。補助金交付関係事務は市がおこなう。
2018年（平成 30年）の採択事業分野としてま
ちづくりの推進 81件、文化・スポーツの振興
78件、子どもの健全育成 66件、健康・福祉の
向上 33件、環境保全・景観形成 31件、地域の
安全・安心 28件、観光振興 18件、地域活動拠
点の整備 6件、その他 6件の計 347件 26であっ
た。
　豊田市では、地域資源 27を活用し、地域課
題の解決や地域の活性化に取り組む団体を支援
する地域活動支援制度として 2005年（平成 17
年）から「わくわく事業」を実施している。予
算上限は 1地域会議につき年間 500万円、補助
総額は 2018年（平成 30年）度予算額 140,000
千円（2016年（平成 28年）度決算額 87,553千
円）であった。
　補助対象の事業分野や基本的な審査基準（社
会的公益性や地域での必要性、実現性、継続・
発展性など）は市で統一しているが、詳細は各
地域会議で地域実情を考慮した審査基準を作成
して採択事業や助成金額を決定している。わく
わく事業を実施する要件 28を満たす各種団体
から事業提案を受け、地域会議で審査し、事業
採択された団体に対して市が補助金交付関係事
務をおこなう。2018年（平成 30年）地域の生
活環境の改善、景観づくり、自然環境保全を図
る事業 123件、地域の伝統、文化、郷土芸能又
はスポーツの振興を図る事業 62件、子どもの
健全育成を図る事業 49件、安全、安心な地域
づくりを推進するための事業 21件、その他個
性豊かな住みよい地域社会を構築するための事
業 18件、保健、医療又は福祉の推進を図る事
業 13件、地域の特性を生かした産業振興のた
めの事業 4件、地域づくりに有効な助言や提案
を受けるための事業 0件の計 291件であった。
　また、豊田市では住みやすい地域づくりのた
めに、地域で共通認識された課題解決策を市の
施策に的確に反映させ、効果的に地域課題を解
消するための仕組みとして「地域予算提案事業」
を実施している。各地域会議の委員が地域意見
を抽出、会議で審議して地域会議エリア（中学

校区）での地域課題解決や地域活性化に関係す
る事業として、統括する支所へ提案し市の予算
に反映させ地域の合意のもとで市が事業実施す
るものであり、地域と行政との役割分担に基づ
く共働の取組みを基本としている。事業費の上
限は各地域会議ごとに 1年で 2,000万円となっ
ている。

４．都市内分権としての地域自治区の検討

　名和田（2014）によれば「都市内分権とは一
般に①自治体の区域をいくつかに区分し、②そ
の区域ごとに役所の出先を置き、③更にそこに
住民代表的な組織を置く仕組みであり、合併に
よって大規模化した市町村のもとでは、役所が
遠くなるという公共サービス上の不便と、決定
権の所在（首長や議会）が住民から遠くなると
いう民主主義の上の不都合とに対応する仕組
み」であるとする。大杉（2016）によれば「都
市内分権とは、端的にいえば都市自治体が都市
内の地域に対して分権化することであり、都市
自治体において住民に身近なサービスを住民に
より近い組織において住民の参加と協働のもと
で展開すること」と捉えられている。これらを
踏まえれば、地方自治法の地域自治区制度は行
政区的なタイプとして市町村の職員による事務
所が置かれ、地域住民で構成される地域協議会
が設置されることから、都市内分権の仕組みと
して考えることができそうである。
　しかし、ここで問題となるのが大杉のいう「参
加」と「協働」という市町村と地域住民との関
係性である。大杉（2016）によれば、参加とは「都
市内分権において地域住民の参加による意思決
定の機会の保証がどの程度なされているのかと
いう政治的意義」とし、「地域住民が意見を述
べ、地域に関わる事柄について審議し意思形成
を図る場が確保されているか、話し合われた結
果をオーソライズする決定権限を有するか」で
あり、協働とは「都市内分権の各単位の自主・
自立性の程度と仕事量に密接に関わる」ことで

26 平成 30年度地域活動支援事業提案・採択総括表
27 豊田市では人、歴史、文化などとしている。
28 5人以上で組織され、活動が地域の多数の住民に支持されると認められ、政治活動、宗教活動又は営利活動を目的とせず暴力団とは関
係のない団体。
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ある。また名和田（2009）によれば、参加とは「自
治体の公共的意思決定に関わることのできる権
利」であり、協働とは「自治体内の公共サービ
スの提供を行政とともに担う責任ないし義務で
ある」とする。阿部（2017）によれば「狭域の
自治を担う住民組織の参加型の制度化とは、そ
の組織に市町村の意思決定に関与する資格を付
与することを、協働型の制度化とは、その組織
に公共サービスを提供する権能を付与したうえ
でその権能の遂行を市町村が資金や助言の提供
等をとおして支援すること」である。
　これらの見解を整理すれば、参加とは地域に
関する事項の審議や意思形成を行い、市町村行
政の意思決定に関与する資格を持って意見を述
べる権利保障であり、協働とは市町村内の組織
が公共サービスを提供する権能を持ち、市町村
の支援を受けながら責任感や義務感をもって市
町村とともに担うことであると考えられる。
　地域自治区を設置している上述の上越市及び
豊田市では市の出先として総合事務所や支所が
置かれ、窓口サービスを主とした住民に身近な
公共サービスが市職員によって提供されてい
る。また、地域住民で構成された地域協議会な
いしは地域会議が設置され、各地域の行政につ
いて市からの諮問を受け答申を行うとか、審議
し意見を述べる権限を有している。これらの市
について考えれば、参加の観点では地域協議会
を通じて地域住民が市政へ参加する権利を有し
ていると言えるが、協働の観点では市職員が住
民に身近な公共サービスを担っていることか
ら、地域協議会は協働の機能を有していないと
考えられる。
　また、阿部（2017）によれば「地域自治区に
関する地方自治法の規定では、地域における公
共サービス提供等の活動を行うのは地域自治区
の事務所長や配属された市町村職員であり、地
域住民は地域協議会の構成員になることをとお
して市町村職員の公共サービス提供等の活動に
関して、審議し意見を述べることが期待されて
いるにすぎない」とするが、この見解から考え
ても上越市や豊田市における地域協議会の権限
は地域に関する市の施策や事務処理等に関する
諮問に対する審議及び答申、地域協議会自らが

必要と認める地域課題や地域内での連携などに
関する審議及び市への提言、各種団体が市の補
助金を利用して地域内で実施しようとする提案
事業の審査及び実施団体や助成額の決定などで
あり、調査した限りでは協働に関する機能は確
認できなかった。
　阿部（2017）は「地域協議会は市町村長の附
属機関であるがゆえに市町村から交付金を受領
することができないため、協働活動の典型的な
パターンである市町村が住民組織にその活動の
ための資金を提供し、住民組織は住民の福祉を
増進することを目的とした諸活動をその資金を
活用して行うなど市町村との連携における住民
組織にはなりえない」というが、確かに上越市
や豊田市の地域協議会では地域課題解決や地域
活性化などに関する事業を実施する各種団体に
対する市補助金の配分や事業採択などの審査権
限が移譲されていることから、地域への一定の
官民分権がなされているとは考えられるが、活
動主体としての交付金を渡していないという事
実から考えれば、地域協議会が協働機能を持ち
えないと行政が解釈している証左であるといえ
るであろう。したがって、地域協議会は地域に
関する事項の協議、市町村への意見具申など参
加機能は持つが、地域での公共サービスの提供
主体としての協働機能は持たないということが
いえる。すなわち、地域自治区制度では都市内
分権の重要な要素の 1つである協働機能が欠落
しているのである。
　しかしながら、「参加」と「協働」は近年で
は多くの市町村において住民との関係性として
当然かつ重要な概念として捉えられていること
は言うまでもないことであり、このままでは地
域自治区を設置している市町村では協働機能が
欠落していると捉えられかねない。では、地域
自治区での協働について市町村はどのようにし
てその機能を確保しているのであろうか。例え
ば、上越市の合併町村 13区では旧町村が将来
のまちづくりのために残した基金や新市からの
まちづくり助成金等の受け皿となるための地域
運営団体を合併と前後して設立しており、地域
振興事業補助金 29を受けて旧 13町村で以前か
ら行われてきたまつりや地域活動をおこなって

29 地域団体等が地域振興の一環として行うまつり等の事業に対し、予算の範囲内で交付する補助金。
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いる。旧上越市 15区では地域運営団体が設立
されていなかったが、市は区単位で導入を進め
ている地域支え合い事業 30の受託先として各
区での地域運営団体設立を促し、合併町村 13
区との隔たりをなくす努力を惜しまない。豊田
市では地域自治区を導入する以前から地域コ
ミュニティ会議を中学校区単位で設置してお
り、1995年（平成 7年）から地域コミュニティ
推進事業交付金を受けて地域課題を解決するた
めの事業を行っている。「市町村から交付金を
受領しそれを住民の福祉を増進するために活用
する住民組織が必要であるとしたならば、それ
は地方自治法上の地域自治区に置かれる地域協
議会とは別のものでなければならない」と阿部
（2017）が指摘するように、市町村と地域の協
働を促進するためには地域活動等の公共サービ
スを担う運営組織を地域協議会と並行してつく
ることが必要となる。上越市や豊田市において
もそのような組織が協働の要として考えられて
いる。

５．地域自治区制度導入における問題点

　地域自治区が制度化されたのは第 27次地方
制度調査会答申（2003年（平成 15年）11月）
に端を発する。この答申では「地方分権改革が
目指すべき分権型社会においては、地域におい
て自己決定と自己責任の原則が実現されるとい
う観点から、団体自治ばかりではなく、住民自
治が重視されなければならない」「地域におけ
る住民サービスを担うのは行政のみではないと
いうことが重要な視点であり、住民や、重要な
パートナーとしてのコミュニティ組織、NPO
その他民間セクターとも協働し、相互に連携し
て新しい公共空間を形成していくことを目指す
べきである」とし、住民自治の重視と多様な主
体との協働による地域住民サービスの提供の推
進を求めている。また、「地域協議会は、住民
に基盤を置く機関として、住民及び地域に根ざ
した諸団体等の主体的な参加を求めつつ、多様
な意見の調整を行い、協働の活動の要となる」

としている。
　これに関して名和田（2009）は、「地域協議
会は合併等によって大規模化した基礎自治体に
おいて議会によっては十分に代弁されない小さ
な地域的まとまりの住民たちの総意を表明する
という「公共的意思決定の機能」と、当該地域
の住民たちが幸福に生きていくための公共サー
ビスの提供が行われるように多様な意見の調整
を行い協働の活動の要となるという公共サービ
スの組織の機能がともに期待されているといっ
てよい」とし、市町村での参加と協働の仕組み
として想定されていたとする。このように地域
協議会はそもそも参加と協働の主体としての制
度設計がなされていたのであるが、結果的には
地域協議会の協働機能が地方自治法に反映され
ることはなかったのである。この理由について
は地方自治法の改正にかかる内閣法制局の審査
に依るところが指摘されている。名和田（2006）
によれば「総務省は地域自治区制度を日本型の
都市内分権制度として協働の文脈において設計
したかったのであるけれども、公共的意志決定
の文脈を重視した法制局は協働の観点からは使
いづらい制度に変えてしまったのである」とし、
西村（2012）は、基礎自治体の自治組織という
制度導入を提唱した西尾勝 31が、「成立したこ
の制度は自身が夢見ていた制度構想とは残念な
がら大きくかけ離れたものになってしまってい
ることから、幅広く活用されることはないかも
しれない」と述べたとする。
　阿部（2017）が「地方自治法上の地域自治区
制度が普及しないのは、それがもっぱら狭域の
自治を担う住民組織の参加型の制度化を企図し
たものであり、協働という発想に対して無関心
であるからではなく、協働という発想の取り込
みが市町村の視点から見るならば不明確ないし
は不徹底であるからなのである」と言うよう
に、協働機能の欠落が市町村における地域自治
区制度の導入につながらない 1つの理由となっ
ているのであろう。また、地域自治区制度、特
に地域協議会に関しては、その権限が第 202条
の 7に明確に規定されていることや運営等の詳
細については条例で定めなければならないこと

30 介護予防を目的として通いの場である「すこやかサロン」を設け、生活支援コーディネーターを配置し、高齢者の閉じこもり予防や地
域住民との交流、生きがいづくり等を行う。

31 第 27次地方制度調査会副会長
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から、わざわざこの制度を地域に導入せずとも、
これまで培ってきた自らのコミュニティ政策を
発展充実させることで足りると多くの市町村が
考えるのも無理ないことである。西村（2012）
の指定都市を対象に行った調査報告では「域内
分権の制度設計おいて国の法律による『基準』
をそのまま条例に取り入れた新潟・浜松の規定
が最も住民自治を充実させた文言となってい
る」「多くの指定都市は地方自治法を前提にし
て独自により分権的で住民自治充実を図るどこ
ろか、法律の文言をできるだけ取り入れないよ
うに工夫しているとさえいえる」「現状は取り
入れるほどの『魅力的制度』でないから普及し
ないというよりこの程度の域内分権制度さえ取
り入れない指定都市が多いと言うことである」
との指摘も参考となろう。

６．おわりに

　本稿では、地方自治法に規定されている地域
制度である地域自治区に関して、都市内分権と
しての機能、特に参加と協働に着目し上越市と
豊田市の事例を交えながら検討を行なった。地
域自治区の地域協議会は市町村の審議機関とし
て地域内行政に対する諮問答申や地域課題等に
ついて審議し市町村に対して意見を述べるなど
参加機能としての権限を有するものの、地域で
の公共サービス提供などの協働機能は持たない
ことから、地域自治区制度を採用して都市内分
権を確立するためには、これとは別に協働の対
象となる地域運営団体を設立する必要が生じ
る。これを補うために上越市や豊田市では既存
や新設の地域を包括する地域運営団体を協働の
パートナーとして位置付けている。また、地域
自治区制度の詳細については各市町村が条例で
定めることとされていることから制度導入の判
断は各市町村が行うこととなる。したがって、
本制度を導入している市町村は「行政の意思」
として制度を地域に導入していることとなるこ
とから行政が地域協議会を通じて地域住民に対
して一定の範囲内で公共的意思決定の権限を分
権するアプローチとして捉えられる。また、上
越市や豊田市が地域活動支援事業やわくわく事
業という形で地域内の各種団体への活動交付金
の審査決定の権限を地域協議会に付与している

事実から考えれば、地方自治法に規定された地
域協議会の権限としての分権から更に踏み込ん
だ分権がなされていると言える。
　そのような市町村がある一方で、多くの市町
村が地域自治区制度を導入していない。協働機
能が欠落しているという問題もあろうが、西村
（2012）の調査報告から読み取れるように、実
際のところは地方自治法第 202条の 7に明確に
規定された地域協議会の権限を受け入れたくな
いという思惑が制度の導入に至らない理由であ
ることも否定はできないであろう。
　地域自治区制度における課題として、参加の
主体である地域協議会と協働の主体である地域
運営団体とが分離しているという状況をいかに
地域内で解決していくかということが注目され
る。1つの地域に 2つの言わば地域代表性をも
つと考えられる組織が存在することは地域での
一体感を欠くことになる可能性が大きい。一方
は市町村の審議機関であり、もう一方は民間（任
意）団体であることから、双方の調和を図り地
域での一体感を醸成するためには市町村の果た
す役割が大きいと考えられる。地域協議会の組
織構成や運営方法などについては条例で定める
こととなっており、条例内容の調製をいかに地
域実情に即したものとするか、地域運営団体と
の良好な連携がとれるものとするのかは市町村
の力量が問われることとなるであろう。
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